
利用状況調査 業務フロー

Ⅰ.利用状況調査の概要
Ⅱ.本業務フローの対象
Ⅲ.ビジネスプロセス関連図
Ⅳ.凡例定義
Ⅴ.業務フロー

１.事前準備
２.利用状況調査
３.利用意向調査
４.報告

Ⅵ.様式/参考例一覧

2020年10月19日

別添04



PwC

目的

概要

利用状況調査は農地の利用促進につなげるための情報収集を目的とし、以下3点を重点として実施
している。
① 地域の農地利用の確認
② 遊休農地の実態把握
③ 違反転用の発生防止・早期発見

• 農業委員会が毎年1回、農地の利用状況を調査し、遊休農地の所有者に対する意向調査を実施。
• 意向どおり取組を行わない場合、農業委員会は、農地中間管理機構との協議を勧告し、最終的

に都道府県知事の裁定により、機構が農地中間管理の権利を取得できるように措置。
• 所有者がわからない遊休農地については、公示手続で対応。
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Ⅰ.利用状況調査の概要（目的と概要）

毎年1回、農地の利用状
況を調査を実施し遊休

農地と判断

耕作者不在となる恐れの
ある農地

利用意向調査 農地中間管
理機構との
協議の勧告

都
道
府
県
知
事
の
裁
定

所有者等を確知
できない旨を公示
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Ⅰ.利用状況調査の概要（体制）

• 利用状況調査

• 農地の利用意向調査

• 荒廃農地調査

• 利用関係の調整

• 調査等への報告、等

農業委員会

• 農地中間管理権の設定

• 農地中間管理権の裁定の申請

• 農地の借受、貸付、管理の実施、等

農地中間管理機構

• 都道府県知事による農
地中間管理権の裁定

都道府県

• 農業委員会の活動支援

• 実施状況の点検、等

都道府県農業会議
（都道府県農業委員会ネットワーク機構）

• 活動支援・協力、情報提供
等

全国農業会議所
（全国農業委員会ネットワーク機構）

• 荒廃農地調査

市町村
• 利用意向調査

の回答

• 農地中間管理
機構との協議

農地所有者

協力
連携

調査

報告
• 遊休農地に関する措

置の施行状況調査

農林水産省

連携

協議

裁定

申請

サポート サポート

調査

回答
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※現地確認は前年度の利用意向調査で「農業上の利用増進を図る旨の意思表明があった農地」に対して実施

当年 翌年

8月 9月 10月 11月 12月7月 1月 ・・・ 8月 9月 10月 11月 12月

利用状況
調査

利用意向
調査書の
発出

実施
状況の
報告

調査結果
集計

利用意向表明
（農地所有者実施）

現地確認※ 勧告

利用状況
調査

（翌年分）

利用意向
調査書の
発出

実施
状況の
報告

調査結果
集計

意向通りに実施
されていない場合

Ⅰ.利用状況調査の概要（業務スケジュール）
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本業務フローでは利用状況調査で行っているNo.1の遊休農地等の把握とNo.10の荒廃農地調査について記
載しています。
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No. 調査内容 本業務フローでの記載有無

1 遊休農地および耕作者が不在又は不在となるおそれがある農地の把握
有

２-１.利用状況調査

2 農地法の許可（届出）案件の履行状況の確認 無

3
農業委員会が報告を受けた農地の利用状況の確認
※農地所有適格法人以外が農地を適正に利用していない場合

無

4 農地中間管理事業により利用権設定等農地の利用状況の確認 無

5 農地の違反転用の発生防止と早期発見・是正 無

6 相続税又は贈与税の納税猶予制度の適用を受けている農地の利用状況の確認 無

7 仮登記農地の利用状況の確認 無

8
営農型発電設備（太陽光パネル等）の設置に係る下部農地における適切な営農状況
の確認

無

9 農業年金制度に係る特定処分対象農地および加算対象農地の利用状況の確認 無

10 過去の調査において荒廃農地と区分されている農地の再生状況
有

２-２.調査結果の整理

Ⅱ.本業務フローの対象

農地パトロールの調査内容一覧
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農地所有者

農業委員会

農地中間管理
機構

6

8～10月

2.利用状況調査1.事前準備

1-1
実施時期
の調整

6～７月

2-1
利用状況
調査

時期

凡
例

プロセスの流れ（概略）

アクター

ビジネスプロセス
（中分類）

ビジネスプロセス
（大分類）

11月～

3.利用意向調査

1-2
利用状況
調査
準備

2-2
調査結果
の整理

3-1
農地の
所有者
確認

3-3
利用関係
の調整

都道府県
3-5
裁定

3-2
利用意向
調査

3-4
勧告

市町村

3-3
利用関係
の調整

～12月

4-1
実績報告・
成果の公表

4.報告

Ⅲ.ビジネスプロセス関連図

※荒廃農地調査も併せ
て実施
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Ⅳ.凡例定義（システム化業務フロー）

ユーザーがシステムを利用しないプロセス

ユーザーがシステムを利用するプロセス

システムによる自動処理

プロセスの分岐点

紙媒体（帳票等）

データベースへのデータ入力／
システム画面へのデータ出力

テキストデータ

プロセス遷移

データの流れ

S

E

プロセスの開始

プロセスの終了

別のフローへ遷移

画像データ等（添付書類）

他システム利用範囲

＞

＜ プロセスの前頁遷移

プロセスの次頁継続
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Ⅳ.凡例定義（アクター）

農地所有者

農地中間
管理機構

• 農地の所有者又は共有農地の場合過半の持ち
分を有する者

• 遊休農地や荒廃農地を保有している場合に農
地の利用意向調査に回答する。

• 農地中間管理事業を行う、全都道府県に設置さ
れた信頼できる農地の中間的受け皿を担う組
織

農業委員会

• 農地法に基づく売買・貸借の許可、農地転用案
件への意見具申、遊休農地の調査・指導などを
中心に農地に関する事務を執行する行政委員
会

ア
ク
タ
ー

シ
ス
テ
ム

• 農業委員会と共に荒廃農地調査を実施市町村

• 市町村および農業委員会が整備している農地台帳
および農地に関する地図を保有するシステム

• 独自のシステムを利用している場合もある

• 営農計画書の情報や利用状況調査の結果を反映し
、農地の情報を管理する台帳システム

• 利用状況調査の際に利用する地図情報を保有する
システム

• 農業委員会で保有していない場合もある

• 都道府県知事は農地中間管理機構の裁定の申
請をもとに、農地中間管理権の裁定/公告を実施

都道府県

• 各農業委員会に対して農地法に基づく遊休農地
に関する措置の施行状況調査等を実施

農林水産省

農地台帳
システム

農地ナビ
（農地情報公開

システム）

地図システム
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農業委員会

農地所有者

システム

Ⅴ.業務フロー図
１.事前準備 １-１.実施時期の調整

実施時期の調整/周知

9

S

市町村

利用状況調査
実施時期の協議

1-1-2

農地中間
管理機構

都道府県

協議対応

1-2-3

利用状況調査
協力者との調整

1-1-5

利用状況調査
推進会議開催

1-1-6
マスコミへの
利用状況調査
実施の周知

1-1-7
広報誌等による
利用状況調査
実施時期の周知

1-1-8

1-2

利用状況調査協力者

• 農地利用最適化推進委員
• 農業委員会事務局
• 農業委員会協力員
• 地域農業に精通している者
• 農業団体
• 市町村職員

ステータス

Ⅵ.様式/参考例一覧 No.1

(利用状況調査準備)

農業委員会総会
等における実施
要領の決定

1-1-1

農地パトロール
（利用状況調査）

実施要領

調査員設置要綱
作成

1-1-4

※機構と協議すべき
と勧告を受けた遊休
農地の課税強化に
ついても周知

農地状況調査員
設置要領

Ⅵ.様式/参考例一覧 No.2
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農業委員会

農地所有者

システム

利用状況調査準備

10

市町村

農地台帳の出力

1-2-2

農地台帳
システム

農地ナビの
利用有無

有

無

農地中間
管理機構

都道府県

農地台帳/
利用状況調査用

地図の出力

1-2-1

利用状況調査用
地図の出力

1-2-3

前年度活用
地図の準備

1-2-4

1-1

農地ナビ
（農地情報公開

システム）
地図システム

関連リーフレット
の準備

1-2-5
利用状況調査用
アイテム及び
身分証の準備

1-2-6

２-１

ステータス

農地台帳地図 地図

(実施時期の調整)

農地台帳

Ⅴ.業務フロー図
１.事前準備 １-２.利用状況調査準備

(利用状況調査)
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農業委員会

農地所有者

システム

利用状況調査

11

市町村

遊休化の確認

無

有

農地中間
管理機構

都道府県

1-2 目視確認

2-1-3

写真撮影
/地図への記入

2-1-4
営農計画書と

栽培高度化施設内の
栽培状況

目視確認可能

不可
（農作物栽培高度化
施設内での栽培のため等）

可

施設所有者への
立ち入り調査の

打診

2-1-1

※同意が得られない場合、農業委員会等に関する法
律第49条の規定による立ち入り調査を実施

同意

2-1-2

齟齬有

齟齬無
２-２

ステータス

＞

(利用状況調査準備) (調査結果の整理)

Ⅴ.業務フロー図
２.利用状況調査 ２-１.利用状況調査 １/２

※荒廃農地調査も併せて実施
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農業委員会

農地所有者

システム

農作物栽培高度化施設の聞き取り

12

市町村

農地中間
管理機構

都道府県

栽培時期の
見送りの理由の

妥当性

栽培が行われて
いない理由/栽培
時期の聞き取り

2-1-5

２-２

回答

2-1-6

栽培が見込める
時期に再度確認

2-1-9

不当

妥当

写真撮影
/地図への記入

2-1-7

再確認ステータス

＜

(調査結果の整理)

高度化施設にお
いて栽培を行うべ

き旨の勧告

2-1-8

農地法第44条
の規定による勧告書

Ⅴ.業務フロー図
２.利用状況調査 ２-１.利用状況調査 ２/２

Ⅵ.様式/参考例一覧 No.16
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農業委員会

農地所有者

システム

調査結果の整理（利用状況調査）

13

市町村

都道府県

推進会議等関係
者による報告・
検討会を開催

2-2-1

2-1
利用状況調査
結果を農地台帳

へ反映

2-2-2

農地台帳
システム

「人・農地プラン」
等の作成および
見直しの報告

2-2-3

調査結果の
情報受領

2-2-5

ステータス

調査結果の
情報提供

2-2-4

農地中間
管理機構

＞

(利用状況調査)

調査結果

調査結果

Ⅴ.業務フロー図
２.利用状況調査 ２-２.調査結果の整理 １/２
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農業委員会

農地所有者

システム

14

市町村

都道府県

荒廃状況分類/
集計

2-2-7

荒廃状況分類/
集計

2-2-6

荒廃農地の発生・解
消状況に関する

調査票

A分類および
B分類集計表

荒廃農地の発生・解消状況の調査分類

<荒廃農地区分>
• A分類（再生利用が可能な荒廃農地）
• B分類（再生利用が困難な荒廃農地）

<解消された荒廃農地の区分>
• 営業再開
• 基盤整備後営農再開
• 保全管理

ステータス 調査結果の整理（荒廃農地調査）

非農地
判断実施

2-2-8

荒廃状況の分類

B分類

A分類

非農地通知書
発送/関係機関

への通知

2-2-9

非農地通知書
受領

2-2-10

3-1

農地台帳から
削除

2-2-12

農地台帳
システム

非農地通知
受領

2-2-11

非農地通知
受領

2-2-12

非農地
通知書

「非農地通知一
覧表」の更新

2-2-13

E

非農地通知

農地中間
管理機構

※非農地通知は
法務局へも連絡

(農地の所有者確認)

協力

Ⅴ.業務フロー図
２.利用状況調査 ２-２.調査結果の整理 ２/２

Ⅵ.様式/参考例一覧 No.15

＞
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農業委員会

農地所有者

システム

農地所有者の調査

15

市町村

農地中間
管理機構

都道府県

利用意向調査の
対象農地選別

3-1-1

2-3
対象農地の
所有者

特定

不明

所有者等を確知
できない旨の

公示

3-1-5

農地所有者の
調査

3-1-2

所有者と思料
される者の特定

未特定

特定 遊休農地等の所
有者探索の簡易

書留送付

3-1-3

農地所有者の調査手順

① 登記事項証明書による所有者の探索
② 所有者の情報を保有すると思料される者への聞き取り
③ 住民票の写し等による生存の確認

→生存の場合戸籍の附票の写しによる居所の確認
→死亡の場合相続人の戸籍謄本による居所の確認

所有者の
特定

利用意向調査の対象農地

• 遊休農地
①現に工作の目的に供されておらず、かつ、
引き続き耕作の目的に供されていないと見込
まれる農地（荒廃農地調査のA分類と同等）
②その農業上の利用の程度が周辺の地域に
おける農地の利用の程度に比し著しく劣って
いる認められる農地

• 耕作者が不在又は不在になる恐れがある農地
①その農地の所有者等で耕作の事業に従事
するものが死亡したもの
②その農地の所有者等で耕作の事業に従事
するものが遠隔地に転居したもの、等

※非農地判断の手続きを準備している農地や、農
地中間管理事業の推進に関する規定により農地
中間管理権に係る賃貸借又は使用貸借が解除さ
れたもの、等は利用意向対象外

書面受領/回答

3-1-4

未特定

特定

公示後
所有者の申出

3-2

無

有

※2週間以内に回答

ステータス

※申出期限は6カ月所有者を確知できな
い遊休農地の所有者

の探索について

＞

(荒廃農地調査) (利用意向調査)

Ⅴ.業務フロー図
３.利用意向調査 ３-１.農地の所有者確認 １/２

Ⅵ.様式/参考例一覧 No.5
Ⅵ.様式/参考例一覧 No.6

公示
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農業委員会

農地所有者

システム

所有者等を確知できないときの農地利用

16

市町村

農地中間
管理機構

都道府県

所有者等からの
申出がなかった
旨の通知書発送

3-1-6

所有者等からの
申出がなかった
旨の通知書受領

3-1-7

ステータス

所有者不明農地
の利用権設定の

裁定を申請

3-1-8

農地中間管理権
の判断/裁定

3-1-9
農地中間管理権
を設定すべき旨
の公告/通知

3-1-10

通知を受領

3-1-11

E

農地法第41条
第1項に基づく

通知

＜

Ⅴ.業務フロー図
３.利用意向調査 ３-１.農地の所有者確認 ２/２

Ⅵ.様式/参考例一覧 No.7
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農業委員会

農地所有者

システム

農業者の農地の利用意向

17

市町村

農地中間
管理機構

都道府県

利用意向調査書
の発出

3-2-1

3-1

利用意向調査書
受領

3-2-2

あっせん等
その他利用関係

の調整

3-2-4

意向通りの
対応実施 E

3-3
利用意向の
回答有無

有

無

農地中間管理
事業の利用予定

有

無

自ら所有権の
移転の実施予定

無

自ら耕作の
実施予定

有

無

有

未実施

実施

3-4

ステータス

利用意向
調査書

(利用意向調査)

(利用関係の調整)

(勧告)

必要に応じて
対面聴き取り

実施

3-2-3

利用意向の
回答有無

有

無

Ⅴ.業務フロー図
３.利用意向調査 ３-２.利用意向調査

Ⅵ.様式/参考例一覧
No.4
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農業委員会

農地所有者

システム

利用関係の調整

18

市町村

農地中間
管理機構

都道府県

情報提供
/通知書発送

3-3-1

借受基準に適合
するかの判断

3-3-2

取得基準に適合

適合

不適合

所有者へ協議の
申入れ

3-3-4

E

3-2

ステータス

農地法第35条
第1項に基づく

通知

(利用意向調査)

機構が農地中間
管理権を取得

3-3-5

Ⅴ.業務フロー図
３.利用意向調査 ３-３.利用関係の調整

Ⅵ.様式/参考例一覧 No.9

あっせん等
その他利用関係

の調整

3-3-3

E
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農業委員会

農地所有者

システム

勧告

19

市町村

農地中間
管理機構

都道府県

農地中間管理権
取得に関する協
議の勧告書送付

3-4-1

3-2

勧告書受領

3-4-2

2カ月以内の協議

未実施

農地所有者に農地管理機構と協議すべきと勧告する要件

① 耕作意思表明したが、6カ月経過した日においても農上場の利用の増進
が見られない場合

② 自ら所有権の移転・賃借権等の設定等を行う意思表明したが、6カ月を
経過した日においても、権利の設定等が行われていない場合

③ 利用意向調査に6カ月を経過した日においても意思の表明がない場合
④ 農業上の利用の意思がない場合

※ただし、当該農地が農業振興地域外の場合や、農地中間管理権を取得す
る農用地等の基準に適合しない旨が通知されている場合等は勧告の対象外

勧告実施した旨
の通知書送付

3-4-3

通知書受領

3-4-4

勧告書

農地法第36条第1
項に基づく勧告を
行った旨の通知書

実施

所有者へ協議の
申入れ

3-4-6

ステータス 勧告の撤回

3-3

(利用意向調査)

(利用関係の調整)

機構が農地中間
管理権を取得

3-4-7

勧告の撤回

3-4-8

撤回の通知

3-4-9

通知の受領

3-4-10

通知の受領

3-4-11

E

勧告を撤回する要件

① 利用状況調査等で、遊休農地が解消されたことが確認されたとき
② 機構との借入協議の結果、当該農地を機構が借り受けたとき
③ 農地法第39条による裁定により、機構が農地中間管理権を取得したとき
④ 勧告を撤回すべき相当の事情があるとき

3-5

(裁定)

納税猶予適用
農地の遊休化を
税務署に通知

3-4-5

Ⅴ.業務フロー図
３.利用意向調査 ３-４.勧告

Ⅵ.様式/参考例一覧 No.10

Ⅵ.様式/参考例一覧 No.11
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農業委員会

農地所有者

システム

20

市町村

農地中間
管理機構

都道府県

3-4

農地中間管理権
の設定について
裁定を申請

3-5-1

公告

3-5-2

意見書の提出
機会の設定

3-5-3

意見書提出

3-5-4

農地中間管理権
の判断/裁定

3-5-5
農地中間管理権
を設定すべき旨
の公告/通知

3-5-6

通知を受領

3-5-8

通知を受領

3-5-7

ステータス

E

裁定の申請 裁定

(勧告)

Ⅴ.業務フロー図
３.利用意向調査 ３-５.裁定
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システム

遊休農地に関する調査の回答

21

農林水産省

都道府県

ステータス

遊休農地に
関する措置の施
行状況調査回答

4-1-1

調査書受領

4-1-2

活動計画および
点検・評価の
作成/公表

4-1-3
農業委員会

農地中間
管理機構

農地所有者

活動計画および
点検・評価の

報告

4-1-4

報告書受領

4-1-5

E

施行状況
調査書

活動点検・評価
報告書

S

Ⅴ.業務フロー図
４.報告 ４-１.実績報告・成果の公表

活動計画および点検・評価

ES
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No. 様式/参考例 帳票名
プロセス

大分類 中分類 小分類

1
参考例１ 〇〇市（区町村）農地パトロール（利用状況調査）実施要領 事前準備 実施時期の調整 農業委員会総会等におけ

る実施要領の決定

2 参考例2 〇〇市（区町村）農地利用状況調査員設置要領 事前準備 実施時期の調整 調査員設置要綱作成

3 参考例3 〇〇市（区町村）遊休農地等の利用意向調査等の手続規程 - - -

4 様式例第13号の1 利用意向調査書 利用意向調査 利用意向調査 利用意向調査書の発出

5
様式第13号の2 所有者を確知できない遊休農地等の所有者の探索について 利用意向調査 農地の所有者の

確認
遊休農地等の所有者探索
の簡易書留送付

6

様式例第13号の
3-1

公示 利用意向調査 農地の所有者の
確認

所有者等を確知できない
旨の公示

7
様式例第13号の
3-2

公示した旨の通知 - - -

8 様式例第13号の4 農地法第32条第3項に基づく申出書 - - -

9 様式例第13号の7 農地法第35条第1項に基づく通知 利用意向調査 利用関係の調整 情報提供/通知書発送

10
様式例第13号の8 勧告書 利用意向調査 勧告 農地中間管理権取得に関

する協議の勧告書送付

11
様式例第13号の9 農地法第36条第1項に基づく勧告を行った旨の通知書 利用意向調査 勧告 勧告実施した旨の通知書

送付

12
様式例第13号の
15

農地法第41条第1項に基づく通知 利用意向調査 農地の所有者の
確認

所有者等からの申出がな
かった旨の通知書発送

13 様式第13号の19 措置命令書 - - -

14 別紙様式例2 あっせん申出書 - - -

15
その他参考様式 非農地通知書・地目変更登記のお願いについて 利用状況調査 荒廃農地調査 非農地通知書発送/関係

機関への通知

16
様式例第5号 農地法第44条の規定による勧告書 利用状況調査 利用状況調査 高度化施設において栽培

を行うべき旨の勧告

17 利用状況調査用アイテム

Ⅵ.様式/参考例一覧
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